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22
年
度
の
イ
ン
ド
経
済
は
底
堅
く
推
移

　

コ
ロ
ナ
禍
の
発
生
以
降
、
イ
ン
ド
経
済

は
景
気
下
振
れ
リ
ス
ク
の
大
き
い
状
況
が

続
い
て
い
る
。
2
0
2
2
年
度
（
22
年
4

月
〜
23
年
3
月
）
は
、
ロ
シ
ア
に
よ
る
ウ

ク
ラ
イ
ナ
へ
の
軍
事
侵
攻
を
き
っ
か
け
に

資
源
価
格
が
高
騰
し
、
景
気
下
押
し
圧
力

が
強
ま
っ
た
。
イ
ン
フ
レ
高
進
と
そ
れ
に

対
応
す
る
た
め
の
金
融
引
き
締
め
に
よ
り

各
国
で
景
気
は
減
速
し
た
が
、
イ
ン
ド
経

済
は
諸
外
国
と
比
べ
る
と
堅
調
に
推
移
し

て
い
る
。
23
年
度
予
算
案
の
発
表
時
に
公

表
さ
れ
た
22
年
度
の
暫
定
実
質
G
D
P
は

前
年
度
比
＋
7
％
と
な
っ
た
（
図
表
1
）。

底
堅
い
経
済
成
長
が
続
く
理
由
と
し
て
は
、

以
下
の
2
点
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

第
一
に
、
コ
ロ
ナ
禍
か
ら
の
経
済
・
社

会
の
正
常
化
が
段
階
的
に
進
め
ら
れ
た
。

21
年
度
は
新
型
コ
ロ
ナ
の
デ
ル
タ
株
や
オ

ミ
ク
ロ
ン
株
の
感
染
拡
大
の
抑
制
に
向
け

て
、
各
地
で
週
末
の
外
出
禁
止
や
民
間
企

業
の
オ
フ
ィ
ス
の
一
時
閉
鎖
な
ど
の
活
動

規
制
が
導
入
さ
れ
、
対
面
型
サ
ー
ビ
ス
産

業
を
中
心
に
景
気
が
悪
化
し
た
。
こ
れ
に

対
し
、
22
年
度
は
感
染
者
数
の
減
少
と
ワ

ク
チ
ン
接
種
の
広
が
り
を
踏
ま
え
て
、
公

共
の
場
で
の
マ
ス
ク
着
用
義
務
な
ど
を
含

む
活
動
制
限
が
、
段
階
的
に
緩
和
・
廃
止

さ
れ
た
。
そ
れ
に
伴
い
、
商
業
地
へ
の
人

出
は
コ
ロ
ナ
禍
前
を
上
回
る
水
準
に
回
復

し
、
ペ
ン
ト
ア
ッ
プ
デ
マ
ン
ド
が
消
費
の

増
勢
を
拡
大
し
た
。
22
年
11
月
以
降
、
感

染
リ
ス
ク
の
低
い
国
か
ら
の
入
国
者
に
対

し
て
、
個
人
情
報
サ
イ
ト
「Air 

Suvidha

」
へ
の
ワ
ク
チ
ン
接
種
証
明
書

や
P
C
R
検
査
結
果
な
ど
の
書
類
提
出
を

廃
止
す
る
な
ど
、
入
国
規
制
の
緩
和
が
進

め
ら
れ
て
い
る
。

　

第
二
に
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
の
抑
制
に

向
け
た
さ
ま
ざ
ま
な
対
応
が
と
ら
れ
た
。

ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
へ
の
軍
事
侵
攻
を

き
っ
か
け
に
原
油
価
格
が
急
上
昇
す
る
と
、

22
年
5
月
、
中
央
政
府
は
ガ
ソ
リ
ン
の
中

央
物
品
税

1

を
1
㍑
当
た
り
8
ルピー
、軽
油
を

6
ルピー
引
き
下
げ
た
。
各
州
政
府
も
中
央
政

府
の
要
請
に
従
っ
て
燃
料
に
対
す
る
付
加

価
値
税
の
引
き
下
げ
を
実
施
し
た
。
さ
ら

に
、
先
進
7
カ
国
（
G
7
）
の
対
ロ
経
済

制
裁
の
流
れ
に
逆
行
し
て
、
イ
ン
ド
は
割

安
な
ロ
シ
ア
産
原
油
を
大
量
に
輸
入
し
た

こ
と
も
イ
ン
フ
レ
を
抑
制
し
た
。
G
7
の

経
済・社
会
の
正
常
化
で
景
気
拡
大
続
く
イ
ン
ド

日
本
企
業
の
進
出
へ
の
関
心
度
は
一
段
と
上
昇

日
本
総
合
研
究
所
調
査
部 

主
任
研
究
員

熊
谷
章
太
郎

国際経済

　
イ
ン
ド
経
済
は
、
コ
ロ
ナ
禍
か
ら
の
経
済
・
社
会
活
動
の
正
常
化
を
受
け
て
底
堅
く
推
移
し
て
い
る
。
今
後
、
ペ
ン
ト

ア
ッ
プ
デ
マ
ン
ド
（
繰
り
越
し
需
要
）
の
一
巡
な
ど
に
よ
り
景
気
の
拡
大
ペ
ー
ス
は
次
第
に
鈍
化
す
る
も
の
の
、
イ
ン
フ

レ
に
起
因
す
る
景
気
下
押
し
圧
力
が
低
下
す
る
た
め
、深
刻
な
景
気
後
退
は
回
避
さ
れ
る
と
見
込
ま
れ
る
。中
国
の
政
治・

経
済
を
巡
る
不
透
明
感
が
強
い
こ
と
も
あ
り
、
イ
ン
ド
へ
の
事
業
進
出
に
対
す
る
日
本
企
業
の
関
心
は
こ
れ
ま
で
以
上
に

高
ま
っ
て
い
る
が
、
イ
ン
ド
の
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
の
改
善
が
な
け
れ
ば
、
日
本
企
業
の
対
印
投
資
は
増
加
し
な
い
可
能
性
が

あ
る
。

く
ま
が
い
・
し
ょ
う
た
ろ
う　
08
年

3
月
東
京
大
学
大
学
院
経
済
学
研
究

科
修
了
、同
年
日
本
総
合
研
究
所
入

社
。研
究
分
野
は
タ
イ
・
イ
ン
ド
経
済
。

https://w
w
w
.jri.co.jp/page.

jsp?id=2796
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経
済
制
裁
に
よ
り
販
売
先
を
失
っ
た
ロ
シ

ア
産
原
油
は
ブ
レ
ン
ト
原
油
と
比
べ
て
1

バレル
当
た
り
35
㌦
前
後
安
く
、
輸
送
費
を
含

め
て
も
ロ
シ
ア
か
ら
の
原
油
輸
入
コ
ス
ト

は
他
国
か
ら
の
輸
入
コ
ス
ト
よ
り
も
1
バレル

当
た
り
10
㌦
前
後
割
安
と
な
っ
た
。
そ
の

結
果
、
イ
ン
ド
の
原
油
輸
入
に
占
め
る
ロ

シ
ア
の
割
合
は
21
年
の
2
％
か
ら
22
年
秋

口
に
は
2
割
強
へ
急
上
昇
し
、
イ
ラ
ク
や

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
を
超
え
て
最
大
の
輸
入

先
と
な
っ
た
。
こ
の
他
、
農
産
物
の
生
産

を
左
右
す
る
モ
ン
ス
ー
ン
期
（
6
〜
9

月
ご
ろ
）
の
雨
量
が
例
年
並
み
と
な
っ
た

こ
と
や
大
規
模
な　

蝗ご
う
が
い害

（
バ
ッ
タ
の
大

量
発
生
に
よ
る
農
業
被
害
）
が
発
生
し
な

か
っ
た
こ
と
も
、
食
料
の
安
定
供
給
に
つ

な
が
っ
た
。
そ
の
結
果
、
消
費
者
物
価
は

前
年
比
＋
6
％
台
と
イ
ン
ド
準
備
銀
行

（
R
B
I
）
の
目
標
を
上
回
っ
た
も
の
の

（
図
表
2
）、
諸
外
国
の
よ
う
な
高
イ
ン
フ

レ
は
回
避
さ
れ
た
。

景
気
拡
大
ペ
ー
ス
は
23
年
度
に
か
け
て
鈍
化

　

先
行
き
景
気
の
拡
大
ペ
ー
ス
は
、
以
下

3
点
を
踏
ま
え
る
と
、
23
年
度
に
か
け
て

鈍
化
す
る
と
見
込
ま
れ
る
。

　

第
一
に
、
ペ
ン
ト
ア
ッ
プ
デ
マ
ン
ド
が

一
巡
す
る
。
活
動
規
制
の
厳
格
化
度
合
い

を
0
（
規
制
な
し
）
〜
1
0
0
（
最
も

厳
し
い
規
制
）
の
間
で
評
価
し
た
「
厳
格

度
指
数
」
は
、
22
年
1
月
の
80
か
ら
22
年

12
月
に
か
け
て
30
以
下
に
低
下
し
て
お
り

2

、
活
動
規
制
の
一
段
の
緩
和
や
廃
止
に

よ
る
景
気
押
上
げ
余
地
は
低
下
し
て
い
る
。

　

第
二
に
、
既
往
の
金
融
引
き
締
め
の
影

響
が
顕
在
化
す
る
。
R
B
I
は
物
価
と
為

替
相
場
の
安
定
に
向
け
て
政
策
金
利
（
レ

ポ
・
レ
ー
ト
）
を
22
年
初
の
4
％
か
ら
6
・

25
％
に
引
き
上
げ
て
お
り
、
商
業
銀
行
の

各
種
貸
出
金
利
も
足
元
に
か
け
て
上
昇
し

て
い
る
。
借
入
コ
ス
ト
の
上
昇
が
企
業
や

家
計
の
投
資
・
消
費
マ
イ
ン
ド
を
悪
化
さ

せ
る
ほ
か
、
緊
急
与
信
枠
保
証
制
度

（
E
C
L
G
S
：Em

ergency Credit 

Line G
uarantee Schem

e

）
を
は
じ

め
と
す
る
コ
ロ
ナ
禍
の
金
融
支
援
制
度
が

終
了
す
る
こ
と
で
、
金
融
機
関
の
貸
し
出

し
態
度
が
厳
格
化
す
る
と
見
込
ま
れ
る
。

　

第
三
に
、
世
界
経
済
の
減
速
を
受
け
て

輸
出
の
増
勢
が
鈍
化
す
る
。
イ
ン
ド
は
内

需
主
導
型
の
経
済
で
あ
り
、
貿
易
開
放
度

の
高
い
A
S
E
A
N
諸
国
と
比
べ
る
と
、

世
界
経
済
の
減
速
の
影
響
を
相
対
的
に
受

け
に
く
い
も
の
の
、
輸
出
の

約
4
割
を
占
め
る
欧
米
の
景

気
減
速
に
伴
い
G
D
P
の
約

2
割
を
占
め
る
財
・
サ
ー
ビ

ス
輸
出
の
増
勢
の
鈍
化
が
景

気
を
下
押
し
す
る
と
予
想
さ

れ
る
。

　

た
だ
し
、
イ
ン
フ
レ
に
起

因
す
る
景
気
下
押
し
圧
力
が

低
下
す
る
結
果
、
深
刻
な
景

気
後
退
は
回
避
さ
れ
る
と
見

込
ま
れ
る
。
資
源
価
格
の
騰

勢
一
服
な
ど
を
主
因
に
、
燃

料
、
卑
金
属
、
食
料
な
ど
を

中
心
に
卸
売
物
価
の
上
昇
率

は
22
年
前
半
の
前
年
比
＋
15

％
前
後
か
ら
、
足
元
で
＋
5

％
以
下
に
鈍
化
し
て
い
る
。

世
界
銀
行
は
、
食
料
、
鉱
物

性
燃
料
、
金
属
な
ど
の
ド
ル

建
て
価
格
が
前
年
か
ら
1
割

前
後
下
落
す
る
と
予
測
し
て

い
る
。
仮
に
、
22
年
と
同
様

に
1
割
程
度
の
ル
ピ
ー
安
が

進
展
し
て
も
、
ル
ピ
ー
建
て

の
資
源
価
格
は
前
年
と
同
程

度
に
と
ど
ま
る
と
見
込
ま
れ

る
。
こ
う
し
た
状
況
を
受
け

て
イ
ン
フ
レ
率
は
、
23
年
度

2010 12 14 16 18 20 22

（％）

（年度）
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▲10

2019 20 21 22 23

（％） インド準備銀行の
インフレ目標：＋4±2％

（年/月）

10

8

6

4

2

0

〈図表1〉実質GDP（前年度比）

（出所）Ministry of Statistics and Programme Implementation

（出所）Reserve Bank of India

〈図表2〉消費者物価（前年同月比）

1　インドでは2017年にさまざまな間接税がGST（財・サービス税）に統合されたが、燃料については現在も旧法に基づく物品税や付加価値税などが課せら
れている。

2　オックスフォード大学による厳格度指数のリアルタイムの更新は2022年12月末に終了しているため、23年入り後の変化を確認することはできない。
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半
ば
に
か
け
て
R
B
I
の
目
標
レ
ン
ジ
内

に
鈍
化
し
て
い
く
と
み
ら
れ
、
大
幅
な
追

加
利
上
げ
が
実
施
さ
れ
る
可
能
性
は
低
下

し
て
い
る
。

一
段
と
高
ま
る
日
本
企
業
の
イ
ン
ド
へ
の
関
心

　

景
気
拡
大
が
続
い
て
い
る
こ
と
に
加
え
、

他
の
新
興
国
と
比
べ
た
先
進
国
経
済
へ
の

キ
ャ
ッ
チ
ア
ッ
プ
余
地
や
、
人
口
動
態
な

ど
の
中
長
期
的
な
要
因
を
踏
ま
え
る
と
、

今
後
も
イ
ン
ド
の
世
界
経
済
に
お
け
る
存

在
感
は
着
実
に
高
ま
っ
て
い
く
公
算
が
大

き
い
。
22
年
の
ド
ル
建
て
の
名
目
G
D
P

は
英
国
を
抜
き
、
米
国
、
中
国
、
日
本
、

ド
イ
ツ
に
続
く
世
界
5
位
に
な
っ
た
と
見

込
ま
れ
る
が
、
現
在
の
1
人
当
た
り
名
目

G
D
P
は
ま
だ
2
0
0
0
㌦
台
に
す
ぎ
な

い
。
ま
た
、
同
年
の
イ
ン
ド
の
自
動
車
販

売
台
数
が
日
本
を
上
回
り
、
中
国
、
米
国

に
次
い
で
世
界
第
3
位
に
な
っ
た
こ
と
も

注
目
を
集
め
た
が
、
人
口
当
た
り
で
見
た

イ
ン
ド
の
自
動
車
販
売
台
数
は
依
然
と
し

て
諸
外
国
を
大
幅
に
下
回
っ
て
い
る
。
人

口
に
つ
い
て
は
、
23
年
中
に
中
国
を
超
え

て
世
界
一
の
人
口
大
国
と

な
り
、
イ
ン
ド
と
中
国
の

人
口
格
差
は
広
が
っ
て
い

く
と
見
込
ま
れ
て
い
る

（
図
表
3
）。
中
間
所
得
層

の
拡
大
に
伴
う
自
動
車
や

家
電
と
い
っ
た
耐
久
消
費

財
の
普
及
や
都
市
化
の
進

展
を
受
け
て
、
内
需
を
牽け

ん

引い
ん

役
と
す
る
経
済
成
長
が

続
く
だ
ろ
う
。

　

中
国
経
済
の
停
滞
感
が

強
ま
っ
て
い
る
こ
と
も
、

イ
ン
ド
が
相
対
的
に
存
在

感
を
高
め
て
い
る
一
因
で

あ
る
。
ゼ
ロ
コ
ロ
ナ
政
策

を
主
因
に
22
年
の
中
国
の

実
質
G
D
P
は
前
年
比
+
3
％
に
鈍
化
し

た
。
23
年
は
同
政
策
の
解
除
を
受
け
て
景

気
は
持
ち
直
す
と
見
込
ま
れ
る
も
の
の
、

米
中
対
立
な
ど
に
伴
う
政
治
・
経
済
の
先

行
き
不
透
明
感
は
強
い
。
中
国
で
は
1
人

当
た
り
名
目
G
D
P
が
既
に
1
万

2
0
0
0
㌦
を
上
回
っ
て
お
り
、
諸
外
国

の
経
験
を
踏
ま
え
る
と
、
経
済
の
成
熟
化

に
つ
れ
て
成
長
率
は
鈍
化
し
て
い
く
と
考

え
ら
れ
る
。
I
M
F
は
中
国
の
22
〜
27
年

ま
で
の
実
質
成
長
率
（
期
間
平
均
）
は
4

％
台
に
と
ど
ま
る
一
方
、
イ
ン
ド
は
5
％

台
と
中
国
を
上
回
る
と
予
測
し
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
中
国
と
イ
ン
ド
の
経
済
環

境
の
違
い
を
理
由
に
、
日
本
企
業
は
中
国

に
代
わ
る
事
業
展
開
先
と
し
て
イ
ン
ド
へ

の
関
心
を
こ
れ
ま
で
以
上
に
強
め
て
い
る
。

22
年
に
日
本
貿
易
振
興
機
構

（
J
E
T
R
O
）
が
在
ア
ジ
ア
日
系
企
業

に
対
し
て
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
に
よ
る

と
、
今
後
1
〜
2
年
間
で
中
国
事
業
の

拡
大
を
検
討
し
て
い
る
と
回
答
し
た
企
業

の
割
合
は
約
3
割
に
と
ど
ま
る
一
方
、
イ

ン
ド
事
業
に
つ
い
て
は
7
割
超
が
拡
大
を

検
討
し
て
い
る
と
回
答
し
た
（
図
表
4
）。

製
造
業
企
業
を
対
象
と
す
る
国
際
協
力
銀

行
（
J
B
I
C
）
の
ア
ン
ケ
ー
ト
に
お
い

て
も
、
短
期
（
今
後
3
年
程
度
）
と
長
期

（
今
後
10
年
程
度
）
の
有
望
事
業
展
開
先

で
イ
ン
ド
は
首
位
と
な
り
、
中
国
と
の
得

票
率
の
差
は
前
年
度
の
調
査
か
ら
拡
大
し

た
。高

い
関
心
も
躊
躇
す
る
日
本
企
業

　

も
っ
と
も
、
過
去
の
経
験
を
踏
ま
え
る

と
、
日
本
企
業
の
イ
ン
ド
ビ
ジ
ネ
ス
に
対

す
る
関
心
の
強
ま
り
が
直
ち
に
対
印
投
資

や
日
印
貿
易
の
拡
大
に
直
結
し
な
い
こ
と

に
は
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

　

グ
ジ
ャ
ラ
ー
ト
州
首
相
時
代
に
外
資
誘

致
に
向
け
て
積
極
的
な
経
済
改
革
を
実
行

2000 10 20 30 40 50
（年）

（億人）
インド

中国

18
17
16
15
14
13
12
11
10

0 20 40 60 80（％）

インド
バングラデシュ

ベトナム
ラオス

カンボジア
マレーシア
インドネシア
パキスタン

タイ
フィリピン

中国
ミャンマー
スリランカ

（注）予測値は中位推計。
（出所）United Nations “World Population Prospects 2022”

〈図表3〉インドと中国の人口（国連推計）

（出所）JETRO「2022年度海外進出日系企業実態調査」を基に日本総研作成

〈図表4〉日本企業のアジアビジネスに対するアンケート
調査結果：今後１～2年の事業展開の方向性につ
いて「拡大」と回答した企業
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し
た
モ
デ
ィ
政
権
が
14
年
に
発
足
す
る
と
、

わ
が
国
の
イ
ン
ド
ビ
ジ
ネ
ス
に
対
す
る
関

心
は
に
わ
か
に
強
ま
っ
た
。
当
時
も
中
国

の
経
済
成
長
率
の
鈍
化
や
人
件
費
の
上
昇

な
ど
を
理
由
に
、
生
産
拠
点
を
中
国
か
ら

イ
ン
ド
に
シ
フ
ト
す
る
機
運
は
高
ま
っ
た
。

し
か
し
、
結
果
的
に
わ
が
国
の
対
印
直
接

投
資
額
は
中
国
や
A
S
E
A
N
5
向
け
を

下
回
り
続
け
た
（
図
表
5
）。
イ
ン
ド
進

出
日
系
企
業
数
の
増
加
ペ
ー
ス
は
、
モ
デ

ィ
政
権
発
足
後
に
む
し
ろ
鈍
化
し
て
お
り
、

拠
点
数
は
19
年
以
降
減
少
が
続
い
て
い
る
。

　

日
本
企
業
が
イ
ン
ド
ビ
ジ
ネ
ス
に
強
い

関
心
を
示
し
な
が
ら
も
、
進
出
が
進
ま
な

か
っ
た
理
由
と
し
て
は
以
下
の
2
点
を
指

摘
で
き
る
。　

　

第
一
に
、
モ
デ
ィ
政
権
下
の
大
胆
な
制

度
改
革
や
コ
ロ
ナ
禍
に
伴
う
経
済
・
社
会

の
混
乱
が
日
本
企
業
の
イ
ン
ド
進
出
の
障

害
と
な
っ
た
。
①
16
年
の
高
額
紙
幣
の
廃

止
②
17
年
の
G
S
T
（
財
・
サ
ー
ビ
ス
税
）

の
導
入
③
20
年
の
厳
格
な
排
ガ
ス
規
制

「
B
S
6
」
の
導
入
④
コ
ロ
ナ
禍
の
厳
格

な
ロ
ッ
ク
ダ
ウ
ン
―
な
ど
に
よ
り
、
経

済
・
社
会
が
繰
り
返
し
混
乱
し
た
た
め
、

企
業
は
投
資
を
見
合
わ
せ
た
。

　

第
二
に
、
ビ
ジ
ネ
ス
上
の
課
題
が
依
然

と
し
て
多
い
。
モ
デ
ィ
政
権
の
発
足
以
降
、

イ
ン
ド
の
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
は
大
き
く
改
善

し
た
も
の
の
①
州
ご
と
に
異
な
る
複
雑
で

不
透
明
な
法
制
の
運
用
②
他
社
と
の
厳
し

い
競
争
③
イ
ン
フ
ラ
の
未
整
備
―
な
ど
が
、

日
本
企
業
の
イ
ン
ド
進
出
を
躊

ち
ゅ
う

躇ち
ょ

す
る

要
因
と
な
っ
て
い
る
（
図
表
6
）。
モ
デ

ィ
政
権
の
最
大
の
功
績
と
さ
れ
る
G
S
T

の
導
入
を
通
じ
た
税
制
簡
素
化
に
つ
い
て

も
、
現
在
の
標
準
税
率
は
5
段
階
に
分
か

れ
て
お
り
、
贅ぜ

い

沢た
く

品
に
対
し
て
は
個
別
に

「
G
S
T
補
償
税
」
が
加
算
さ
れ
る
な
ど
、

税
制
は
依
然
と
し
て
複
雑
で
あ
る

3

。
そ

の
た
め
、
多
く
の
日
本
企
業
が
、
イ
ン
ド

よ
り
も
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
が
良
好
で
、
自
由

貿
易
に
前
向
き
な
A
S
E
A
N
で
の
事
業

展
開
に
注
力
し
て
い
る
。

　

前
者
の
要
因
は
一
過
性
の
も
の
で
あ
る

が
、
こ
れ
ま
で
の
経
験
を
踏
ま

え
る
と
、
今
後
も
大
胆
な
制
度

改
革
が
実
施
さ
れ
、
経
済
・
社

会
の
混
乱
が
繰
り
返
さ
れ
る
可

能
性
は
無
視
で
き
な
い
。
ま
た
、

後
者
は
今
後
も
日
本
企
業
の
イ

ン
ド
進
出
を
阻
害
し
続
け
る
。

政
府
は
23
年
度
の
予
算
案
発
表

時
に
経
済
改
革
を
加
速
さ
せ
る

方
針
を
示
し
た
が
、
24
年
半
ば

に
下
院
総
選
挙
を
控
え
る
中
、

土
地
や
労
働
の
問
題
を
は
じ
め

と
す
る
賛
否
両
論
あ
る
分
野
の

改
革
が
加
速
す
る
と
は
考
え
に

く
い
。
特
に
、
ネ
ッ
ク
と
さ
れ

る
土
地
収
用
問
題
の
解
決
が
先

送
り
さ
れ
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
や

工
場
建
設
が
遅
れ
る
状
況
が
続

け
ば
、
こ
れ
ま
で
と
同
様
、
日

本
企
業
は
イ
ン
ド
に
高
い
関
心

を
示
し
な
が
ら
も
、
本
格
的
な

進
出
は
引
き
続
き
躊
躇
す
る
だ

ろ
う
。
こ
れ
は
、
イ
ン
ド
の
産

業
発
展
の
遅
れ
や
日
本
企
業
の

イ
ン
ド
需
要
逸
失
を
通
じ
て
、

日
印
経
済
双
方
の
成
長
力
低
下

に
つ
な
が
り
か
ね
な
い
。

2000 05 10 15 20
（年）

（億㌦）

中国・香港 ASEAN5 インド

250

200

150

100

50

0

▲50

0 10 20 30 40

（複数回答、％）

法制の運用が不透明

他社との厳しい競争

インフラが未整備

徴税システムが複雑

税制の運用が不透明

治安・社会情勢が不安

（注）2022年は１～9月値。ASEAN5はインドネシア、マレー
シア、フィリピン、タイ、ベトナム。

（出所）JETRO、財務省を基に日本総研作成

〈図表5〉日本の対外直接投資

（出所）JBIC「2022年度海外直接投資アンケート調査結果」を
基に日本総研作成

〈図表6〉インドでの事業展開における日本企業
の課題

3　品目ごとの税率が、定期的な見直しによって企業の財務コストを増加させるとともに、先行きの事業環境の不確実性を高める要因となっている。


